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提  案  理  由 

 

低炭素建築物、増築等を行う既存の建築物、防災再開発促進地区内の建築物

の建替計画等に係る構造計算適合性判定審査手数料及び低炭素建築物新築等計

画の認定申請手数料を定めるため。 



松戸市手数料条例の一部を改正する条例 

 

 松戸市手数料条例（昭和２７年松戸市条例第３号）の一部を次のように改正

する。 

別表第４第２項の表備考中「及び長期優良住宅の普及の促進に関する法律」

を「、長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に改め、「長期優良住宅建築等

計画に係る確認の申請」の次に「、都市の低炭素化の促進に関する法律（平成

２４年法律第８４号）第５４条第２項に規定する低炭素建築物新築等計画に係

る確認の申請、密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（平成

９年法律第４９号）第５条第１項に規定する建替計画に係る確認の申請並びに

法第８５条第５項、第８６条の７第１項並びに第８６条の８第１項及び第３項

に係る申請」を加える。 

別表第４第８項の表の次に次の１表を加える。 

９ 低炭素建築物新築等計画の認定申請手数料 

事務の種類 区  分 金  額 

都市の低炭素

化の促進に関

す る 法 律 第  

５３条第１項

の規定による

認定の申請に

対する審査 

建物の

用途 

住戸数又は床面

積の合計 

ア  適合証を添付

して申請した場

合 

イ ア以外の場合 

一戸建

ての住

宅 

― 

  5,1 0 0 円 3 6,3 0 0 円 

共同住

宅等の

住戸 

1 住戸   5,1 0 0 円 3 6,3 0 0 円 

1 住戸を超え 5 

住戸以内のもの 

1 0,1 0 0 円 7 3,2 0 0 円 

5 住戸を超え 

1 0 住戸以内の

もの 

1 7,1 0 0 円 1 0 3,0 0 0 円 

1 0 住戸を超え

2 5 住戸以内の

もの 

2 8,5 0 0 円 1 4 4,9 0 0 円 

2 5 住戸を超え

5 0 住戸以内の

もの 

4 7,7 0 0 円  2 0 8,1 0 0 円 

5 0 住戸を超え

1 0 0 住戸以内

のもの 

8 5,3 0 0 円 2 9 8,2 0 0 円 



1 0 0 住戸を超

え 2 0 0 住戸以

内のもの 

1 3 5,0 0 0 円 4 0 3,9 0 0 円 

2 0 0 住戸を超

え 3 0 0 住戸以

内のもの 

1 7 0,4 0 0 円 5 2 9,5 0 0 円 

3 0 0 住戸を超

えるもの 

1 8 1,8 0 0 円 6 2 1,8 0 0 円 

共同住

宅等の

共用部

分 

3 0 0 ㎡以内の

もの 

9,9 0 0 円 1 1 5,6 0 0 円 

3 0 0 ㎡を超え

2,0 0 0 ㎡以内

のもの 

2 8,4 0 0 円 1 9 0,9 0 0 円 

2,0 0 0 ㎡を超

え 5,0 0 0 ㎡以

内のもの 

8 5,1 0 0 円 2 9 7,3 0 0 円 

5,0 0 0 ㎡を超

え 1 0,0 0 0 ㎡

以内のもの 

1 3 4,8 0 0 円 3 8 1,8 0 0 円 

1 0,0 0 0 ㎡を

超え 2 5,0 0 0 

㎡以内のもの 

1 7 0,3 0 0 円 4 5 6,3 0 0 円 

2 5,0 0 0 ㎡を

超えるもの 

2 1 2,9 0 0 円 5 3 1,5 0 0 円 

非住宅

の部分 

3 0 0 ㎡以内の

もの 

1 0,1 0 0 円 2 5 5,6 0 0 円 

3 0 0 ㎡を超え

2,0 0 0 ㎡以内

のもの 

2 8,5 0 0 円 4 0 7,5 0 0 円 

2,0 0 0 ㎡を超

え 5,0 0 0 ㎡以

内のもの 

8 5,3 0 0 円 5 7 9,9 0 0 円 

5,0 0 0 ㎡を超

え 1 0,0 0 0 ㎡

以内のもの 

1 3 5,0 0 0 円 7 1 1,2 0 0 円 

1 0,0 0 0 ㎡を

超え 2 5,0 0 0 

㎡以内のもの 

1 7 0,4 0 0 円 8 3 8,2 0 0 円 

2 5,0 0 0 ㎡を

超えるもの 

2 1 3,0 0 0 円 9 5 6,8 0 0 円 



都市の低炭素

化の促進に関

す る 法 律 第 

５５条第１項

の規定による

変更の認定の

申請に対する

審査 

都市の低炭素化の促進に関する法律第５３条第１項の規定による認

定の申請に対する審査の項に掲げる区分に応じ、それぞれ同項金額

の欄に定める額に 1 0 0 分の 5 0 を乗じて得た額 

備考 

⑴ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５４条第２項の規定により同法第５３

条第１項の規定による認定の申請に併せて、確認の申請書が提出された場合の手

数料は、この表を適用して得られ 

た手数料の額に別表第４第１項の表を適用して得られた手数料の額を加算した額

とする。 

⑵ 「適合証」とは、建物の用途が一戸建ての住宅若しくは共同住宅等の住戸であ

る場合にあつては、エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和５４年法律第

４９号）第７６条第１項の登録建築物調査機関（以下「登録建築物調査機関」と

いう。）若しくは住宅の品質確保の促進等に関する法律第５条第１項の登録住宅

性能評価機関（以下「登録住宅性能評価機関」という。）が、又は建物の用途が

共同住宅等の共用部分若しくは非住宅の部分である場合にあつては、登録建築物

調査機関その他法第７７条の２１第１項の指定確認検査機関で、かつ、登録住宅

性能評価機関であるもののうち市長が認めるものが、認定を求める低炭素建築物

新築等計画が都市の低炭素化の促進に関する法律第５４条第１項各号の基準に

適合すると評価して、同法第５３条の規定による認定の申請の前に申請者に交付

した書面をいう。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 


